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１． はじめに 

 

北海道東部にある釧路地方沿岸地域では、千島海溝

沿いの巨大地震や大津波の発生に備え、対策の必要性

が指摘されている。例えば釧路高専のある大楽毛地区

は、近くに高台などの避難場所が少ないという事情が

あり、地域の状況に応じた確実な避難行動をとれるよ

うに備えておく必要がある。 

これに対して、幾つかの組織により研究・調査活動

が行われ、テレビ・インターネットなどのメディアや

冊子・パンフレットによる情報発信がされている。こ

れらが地域の防災意識の醸成に繋がり、効果的に活用

されていくことが期待されるが、多くの似たような情

報が錯綜すると、地域の住民は「既視感」や「慣れ」

を感じ、情報が素通りされてしまうことになりかねな

い。どのような情報が現に存在し、如何なる情報が不

足するのか、情報の受け手に分かりやすいよう、環境

を整えていくことが望まれる。 

そこで本報では、今後の効果的な地域防災につなげ

ていくための方策を探索することを目的とし、既存の

関連資料の収集・概括を行い、考察を加える。冒頭に

行政機関での取り組みを概括し、学術機関の取り組み

として地震と津波に分けて研究事例を紹介したうえで、

今後取り組むべき情報活用や調査・研究の方向性を展

望する。 

 

２． 行政機関の取り組み 

 

行政機関の取り組みについての冒頭に、国レベルで

の活動状況を概括する。 

日本における災害対策全体を統括する組織として、

中央防災会議がある。中央防災会議は、内閣の重要な

政策に関する会議の一つとして、閣僚、指定機関代表

者ならびに学識経験者により構成され、防災基本計画

の作成や関連事項の審議を行っている。災害対策基本

法（S36(1961)年）に基づいて設置され、防災の基本方

針や防災に関する施策の調整等を行っている。この会

議の下には、専門的な事項の調査のため、議決によっ

て専門委員会が設置される。このうち釧路市の災害に

関するものとして、これまでに「日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震に関する専門委員会」が設置されてい

る（H15(2003).10）。この専門委員会は、第17回会合

（H18(2006).1）をもって調査を終了し、2か月後の中

央防災会議において「日本海溝・千島海溝周辺海溝型

地震防災対策推進基本計画」が策定された。 

その5年後（H23(2011).3.11）に、想定を超える東北
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地方太平洋沖地震が発生したことをうけ、およそ1か月

半後（同年4.27）に、中央防災会議の下に「東北地方

太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専

門調査会」が設置され、同年9月に報告がとりまとめら

れた。これを踏まえ、釧路地方に関するものとして、

調査会の下に「日本海溝・千島海溝沿い(*)」を冠する

4つの検討会等が組織されている（図１）。この成果と

して、「(*)の巨大地震による震源断層モデルと震度分

布・津波高等に関する報告書」「(*)の巨大地震の対策

について報告書」「(*)における異常な現象の評価基準

検討委員会とりまとめ報告書」「(*)の後発地震への注

意を促す情報発信に関する検討会報告書」がそれぞれ

取りまとめられている。 

中央防災会議は内閣府の所管となっているが、国土

交通省では、東北地方太平洋沖地震の発生を受けて、

同省の社会資本整備審議会・交通政策審議会（交通体

系分科会 計画部会）により、緊急提言「津波防災まち

づくりの考え方」がまとめられている。これに基づき、

津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123

号）が制定されている。 

地方自治体レベルの取り組みに着目し、北海道と釧

路市の取り組みを概括する（図２）。北海道では、国

の災害対策基本法と北海道防災会議条例に基づき、北

海道防災会議が設置され、地震・津波対策に取り組ん

でいた。国の「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モ

デル検討会」が公表した巨大地震モデルに基づいて、

北海道防災会議の専門委員会（地震火山対策部会 地震

専門委員会）に「津波浸水想定設定ワーキンググルー

プ（WG）」が設置され、津波防災地域づくりに関する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 中央防災会議に係る委員会の設定経緯 

法律に基づく北海道太平洋沿岸（知床半島の羅臼町か

ら道南松前の福島町まで）の津波浸水想定を設定した

（H30(2018).2）。最近では、この北海道防災会議地震

火山対策部会地震専門委員会により、北海道の想定地

震・地震被害想定が行われている（R3(2021).7.19）。 

釧路市では従来、根室沖から十勝沖を震源とする

M8.6の500年間隔地震を想定したハザードマップの整

備や避難施設の指定を行ってきた。北海道が公表した

津波浸水想定を踏まえ、津波避難対策の見直しを行っ

ている。釧路市地域防災計画をはじめ、釧路市津波避

難計画など、年度ごとの見直しを行ったうえで、必要

に応じて改訂を行っている。また、千島海溝沿いの巨

大地震による津波に備えて、釧路市は3Dマップを公開

（R4(2022).4～）している。想定される浸水深さを、

街の3Dマップに重ね合わせており、例えば市の中心部

では、市役所のある一帯が浸水している様子が3次元的

に表示されている。元になった地図では、津波の高さ

がメッシュ状に細かくデータ化されているが、数字を

地図上に表示するだけではその意味が伝わりにくい状

況にあった。3Dマップで示すことにより、津波の影響

の大きさを伝えることに寄与している。 

 

３． 学術的取り組み（地震） 

 

地震に関する学術的取り組みについて収集した文献

を表１に示す。いずれも1993年釧路沖地震を対象また

は契機として行われた研究である。以下にその一部に

ついて概要を述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 北海道および釧路市の取り組みの関係 
 



 
文献1)では、1993年釧路沖地震の概要が取りまとめ

られている。人的被害はストーブによる火傷、家具転

倒による打撲、ガラスによる切傷が大半であることや、

ガス・水道設備の被害により厳冬期の生活に支障を生

じたことが記されている。寒冷地特有の事情としては、

地盤凍結のため復旧工事に問題が生じたこと、降雪の

ため被害状況の記録・確認に支障し、融雪後に発見さ

れた被害があること、住家の被害で寒冷地特有の集合

煙突の破損が多いこと、毛布や暖房の備蓄が必要なこ

となどが記されている。 

文献2)では、同じ地震について建築物の被害に絞っ

て報告がなされている。地震動は短周期が卓越してお

り建物に対する破壊力が小さく、非常に大きな最大加

速度のわりには建物被害はかならずしも多くなかった

とされている。その一方で、天体望遠鏡など高価なも

のや、人命にかかわる設備などの被害を防ぐことの重

要性を指摘している。また、エキスパンションジョイ

ントの被害は、通行に支障し建物の機能が損なわれる

ことがあり、建物同士を過度に衝突させないなど、構

造設計全体に関わる検討が必要とされている。 

文献3)は、1993年釧路沖地震後に行った釧路市民へ

の地震被害・防災意識などを問うアンケートの結果を

まとめている。電力の停止は1時間以内であったが照明

が消えたことと暖房が使えないことで「困った」と回

答されている。断水は12時間続いてトイレと炊事に支

障したとされ、ガスの停止は1週間以上におよび、炊事

と入浴に支障して「大変困った」と回答されている。 

表１の最も右の欄には、文献の主題ごとに相互の関

連付けを試行的に示した。大別して建物被害に関する

ものと防災意識に関するものの2種類が確認された。 

 

４． 学術的取り組み（津波） 

 

津波に関する学術的取り組みについて収集した文献

を表２に示す。地震に関するものより多くの文献が見

られた。以下にその一部について概要を述べる。 

文献6)では、小学校へのアンケート調査(2021.2)の

結果と考察が取りまとめられている。定期的な避難訓

練や授業で自然災害を取り扱うことなど、防災に関す

る教育は各校で行われているが、それぞれがバラバラ

に実施するのではなく、社会の一員としての主体的な

行動力を育む包括的な教育が重要と述べている。防災

教育モデルが提案されており、防災教育を行う学校へ

の支援を行うコンソーシアムを設立して、カリキュラ

ム作りや教材づくり、助言やバックアップを行うこと

が提案されている。 

文献7)では、避難行動に関する検討を行っている。

釧路市の津波浸水範囲の人口が10万人以上となること

から、行政主導の避難誘導だけでなく、住民の自助に

よる避難も重要との認識に基づいている。既往の津波

被害の文献調査をアイヌ文化の時代にさかのぼって行

ったうえで、緊急避難に使用できる高い建物等の現状

を調査し、避難場所としての利用可能性を検討してい

る。避難場所への避難が可能な範囲は避難場所を中心

とする円形範囲とし、その半径を避難可能距離と定義

している。これは、歩行速度と避難に使用できる時間

から算出する方法と、建物の収容可能人数（＝周辺地

域の人口密度×避難可能範囲の面積）により算出する

方法の２つの方法で算出し、小さなほうの半径を避難

可能距離として考察を行っている。 

 

表１ 収集文献（地震に関する学術的取り組み） 

No. 著者 概要 

 1 南、戸松 積雪寒冷期の1993年釧路

沖地震災害の特徴 

 2 境、田才、隈澤、

柏崎 

1993年釧路沖地震の建物

被害 

 3 副島、山崎、目黒、

片山 

1993年釧路沖地震後の市

民アンケート 

 4 藤原、亀田、林、

岩井、北原、能島 

1993年釧路沖地震後の市

民アンケート 

 5 岡田 1993年釧路沖地震での揺

れている最中の行動分析 

 
 
表２ 収集文献（津波に関する学術的取り組み） 

No. 著者 概要 

 6 境、頼富 小学校の地震・津波防災

教育の調査 

 7 宮森、内海、清水、

山崎、大塚 

既存構造物への津波避難

の机上検討 

 8 安田、渡辺、藤間 2003年9月の十勝沖地震

での津波河川遡上の検討 

 9 齊藤、村本、清水、

宮森 

7の建物地震被害を考慮

した検討 

10 仁平、橋本 自主防災組織の調査 

11 阿部、佐藤、船木、

吉川、中津川 

津波の河川遡上・氾濫の

予測手法の検討 

12 大畑、高井、鏡 津波避難施設配置の検討 

13 齊藤、清水、宮森 避難条件の変化が避難可

能範囲に及ぼす影響 

14 奥野、橋本、深田 津波避難のGPS援用実験 

15 最上、橋本 保育園での津波避難教育 

16 内藤、橋本 津波避難困難地域分析 

建物
被害 

防災
意識 

教育 

避難
施設
配置 



文献10)では、釧路市の自主防災組織の防災活動に着

目して、津波避難の課題の解明を試みている。避難施

設までの距離を考慮するだけでなく、自動車による渋

滞、道路が凍結する場所と時期、地域住民の高齢化と

住民同士の繋がりなどを考慮する避難訓練の有効性を

示している。東北地方太平洋沖地震での対応事例も記

されており、高齢の要介護者に避難を呼びかけても応

答がなく、身内から連絡してもらうことでようやく避

難に応じるといった事例や、津波避難施設でもリーダ

ーを決め、小さなコミュニティを作り、勝手に帰らな

いようにといった指示をするなど、詳細にわたって参

考となる事項が述べられている。 

表２の最右欄に表１同様、文献の主題ごとに相互の

関連付けを試行した。大別して教育に関するものと、

避難施設の配置に関するものの2種類が確認された。 

 

５． 今後の防災研究・情報発信の展望 

 

既存の関連資料の収集を行い、行政機関での取り組

みを概括し、学術機関の取り組みとして地震と津波に

分けて数点の研究を例示した。これを受けて、今後取

り組むべき情報分析の展望を述べる。 

釧路地方を取り扱った地震・津波対策に関する文献

は、他の一般的な地域に関するものよりも多く見つか

り、東北地方太平洋沖地震の被災地などと同数かそれ

以上存在すると思われた。過去に大きな地震・津波を

経験し、今後も発生が予測されていることが研究対象

として注目されている理由と考えられた。一方で、公

的機関や同一筆者による情報を冒頭に紹介するような

簡易な活用を除けば、関連する他の文献を分析に加え

るなどの高度な相互活用は少ないようであった。研究

を有機的に統合し深度化することは有益と考えられ、

本論では表１，２で試行的に相互の関連づけを行って

いる。筆者は今後、これを進展させ、地域に焦点をあ

てた文献データベースの整備を行いたいと考えている。

研究論文をはじめ、ハザードマップ、ガイドラインな

ど、多くの情報がすでに存在するので、地域で注目す

べきものに絞るかカテゴライズを工夫し、また相互の

関連性や比較を可能とすることで、効果的な活用や新

しい価値の創造につなげられると考えている。 

この構想に向けて、釧路高専における筆者の研究室

では、より多くの文献を収集するとともに、幾つかの

研究活動に着手している。一つは、釧路地方を題材と

した調査研究手法の他地域での適用拡大であり、例と

して他地域の避難可能範囲の試算に取り組んでいる。

もう一つは、逆に他地域や日本全体を取り扱った情報

の釧路地方での活用であり、被害推計を題材として試

算を行っている。さらに、地震・津波被害そのものを

低減させることを目的として、住宅の構造に着目した

文献調査を始めている。これらは成果がまとまり次第

公表を行いたいと考えている。 
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